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　財政の逼迫、少子高齢化や高度成長期に整
備されたインフラの老朽化、気候変動に伴う
災害リスクの増加など、組織をめぐるこれま
での環境が大きく変化する中で、従来の考え
方や手法では対応できない状況や、組織の枠
組みの中だけでは解決できない課題が数多く
生まれてきています。
　こうした状況のもとで、今後あるべき組織
の理想像として「学習する組織」という考え
方が注目を集めるようになってきました。「学
習する組織」は、これまでの組織に対する考
え方とどのように違うのでしょうか？「学習
する組織」を実現することで、自治体組織に
どのような変化がもたらされるのでしょう？
さらに「学習する組織」を構築するためには
何が必要なのでしょうか？
　本研修では、組織学習の応用分野としての

「学習する組織」の考え方を理解し、「学習す
る組織」構築に向けた具体的な取り組み事例
を知るとともに、「学習する組織」を構築する
上での具体的なステップを実践的に学んでい
きます。職員の一人ひとりが主体的に考え、
行動することにより、多様な住民ニーズを的
確にとらえ、迅速に対応できる「学習する組織」
構築に向けたヒントを提供することを目的と
しています。

いま自治体に求められていること
　これまで組織は大きく分けて二つの視点か
らとらえられてきました。一つは、環境変化
に対して受動的に適応するものとして組織を
見る視点。もう一つは、積極的に行動を起こし、
市民、顧客、納入業者、関連機関などのさま
ざまな関係者からなる環境を変化させる主体
として見る視点です。
　しかし近年になって自治体を含む数多くの
組織には、変化に対して受動的に対応したり、
さまざまな関係者（地域住民、NPO等の各種
団体・組織など）を一方的に変えようとする
のではなく、資源や状況を交換し合い、互い
の認識や行動に変化を生み出す双方向の関係
づくりが求められるようになってきました。
　ますます激しくなる変化の時代にあっては、

「支配する・される」という関係で環境と関わ
り合うのではなく、環境をつくり上げるさま
ざまな主体との間に深いレベルでの相互作用
のプロセスを生み出すことによって、自らも
変化していくことが必要になってきたのです。
　関係する組織、団体、個人との間に生まれ
る相互作用をきっかけに自らも変化していく
こと、それは組織が「学習」することに他な
りません。組織（つまり組織メンバーの一人
ひとり）が自分自身のあり方を知るとともに、
相互に関わり合う関係者の存在を認識し、そ

学習する組織を目指して
〜環境変化への柔軟な適応力を高めるために〜

東京外国語大学 非常勤講師
市瀬 博基

「組織学習」の視点からみた「学習する組織」における学習
組織学習
高次学習

「既存の組織価値の疑問や否定から出発」
「学習する組織」に求められる「学習」
企業（組織）レベル

「企業レベルの既存価値を疑問視することで実現」
ビジネス（業務）レベル

「仕事に関する価値を転換した場合に発生」
低次学習

「既存の枠組みの範囲内での学習活動・修正活動」
（安藤 2001: p.97, 101より作成）
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の影響を受けつつ、自分からも働きかけてい
くこと。この「創り、創られる」関係を生み
出すプロセスは、組織が新たな秩序や価値を
形成していくための学習としてとらえていく
ことが可能です。いま組織に求められている
ことは、メンバーの一人ひとりの「学習」を
うながし、環境との相互作用を通じた新たな
価値の形成をめざしていくこと、すなわち組
織を「学習する組織」に変えていくことなの
です。

「組織学習」と「学習する組織」
　どのような組織であれ、そこでは「組織学
習」が行われています。しかし長期的に存続
していくためには、メンバーの数名がたまた
ま学習したということではなく、組織秩序や
価値を維持することをメンバー全員が「学ぶ」
必要があります。では、あらゆる組織で行わ
れている「組織学習」と、「学習する組織」に
求められる学習にはどのような違いがあるの
でしょうか？
　「組織学習」は「低次学習」と「高次学習」
の二つに分けて考えることができます。低次
学習とは「既存の枠組みの範囲内での学習活
動・修正活動」であり、高次学習は「既存の
組織価値の疑問や否定から出発しうる」（安藤 
2001: p.97）学習のことです。激しく変化する
環境の中で、「環境との相互作用を通じて、新
たな秩序や価値を形成していく」ためには、
単に既存の枠組みの中での組織活動を維持・
運営するだけでなく、高次学習を通じて新た
な価値や枠組みを作り出すことが必要になっ
てきます。したがって「学習する組織」を実
現するとは、組織における「高次学習」を促
進することだといえるでしょう。
　さらに高次学習は、「企業（組織）レベル」
の学習と「ビジネス（業務）レベル」の学習
の二つに分けることができます。組織レベル
の高次学習は、「企業レベルの既存価値を疑問
視することで実現」（安藤 2001: p.101）するタ
イプの学習で、企業や組織のあり方や存在意
義など、組織全体に関わる根本的価値を転換
するものです。これに対して業務レベルの高
次学習は、「仕事に関する価値を転換した場合
に発生する」（前掲）もので、組織全体の理念

や目標などの前提に立ち、個々の業務を改善・
革新するための新たな秩序や価値を模索する
ための学習です。したがって部門や職場の「活
性化」を通じた「学習する組織」の構築とは、
多くの場合、ここでいう業務レベルの高次学
習を促進することを意味しています。

「組織内地図」と「学習する組織」
の５つの要素
　組織においてビジネス（業務）レベルの高
次学習を促進する要因にはどのようなものが
あるのでしょうか？これまでの組織学習の研
究では、こうした高次学習を促進する環境と
して「組織文化」が論じられてきました。し
かし「単に組織内に漠然と存在する組織価値
や組織特性としての組織文化」（安藤 2001: 
p.90-1）が存在したからといって、組織メンバー
の一人ひとりが、これを学習を促進する環境
として認識しているとはかぎりません。「客観
的にオープンな」組織文化が存在することと、
メンバーの一人ひとりが組織文化をそのよう
に認識しているかどうかは別問題なのです。
　このため高次学習を促進する要因を考える
ためには、学習を促進する組織価値や特性と
いった組織文化だけでなく、そうした組織文
化をメンバーがどのようにとらえ、どのよう
に仕事に活かしているのかといった、各メン
バーの主体的な取り組みに目を向けることが
重要です。
　本研修で「学習する組織」の理論的枠組み
についての講義を担当されている南山大学の
安藤史江教授は、「組織内地図」という概念を
提唱されています。組織内地図とは、客観的
に存在する組織文化を、メンバーの一人ひと
りが自分なりに咀嚼し、どれだけ自分自身に

「利用しやすいように加工」（安藤 2001: p.91）
しているか、つまりメンバーの一人ひとりが
組織文化にどれだけ主体的に深く関わってい
るかの度合いを示す指標です。

特集1 学習する組織を目指して
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　「学習する組織」を実現することは高次学習
を促進することであり、そのためには学習を
うながす環境としての組織文化が必要です。
しかし最終的に「学習する組織」の実現を左
右するカギは、組織メンバーの一人ひとりが
どれだけ組織内地図を形成できているか、つ
まり組織が大切にする価値や、めざす方向性
を自分なりに咀嚼し、どれだけ主体的に関わ
ることができるかにかかっているといえるで
しょう。
　高次学習を促進する組織文化を持ち、その
組織文化を各メンバーが自分なりに咀嚼し、
主体的に仕事に活かそうとしている組織が

「学習する組織」だとすれば、こうした組織を
つくり上げるためには、どのような取り組み
が必要になるのでしょうか？米国マサチュー
セッツ工科大学のピーター・センゲ教授は、
こうした組織を実現するための処方箋として
５つの学習領域を挙げています（センゲ 2011: 
p.37-49）。

　「学習する組織」を生み出すためには、組織
を構成する部分を「断片」として理解するの
ではなく、人が仕事を通じて何を感じ、考え、
どのように行動することで、メンバーどうし
がどう関わり合うかといった側面をはじめと
するさまざまな関連要素間の「まとまり」と
してとらえる「システム思考」の観点に立ち、
各メンバーが主体的かつ自発的に成長をめざ
した取り組みを行っていくこと（「自己実現（マ
スタリー）」）が重要です。さらに自己実現を
はかるためには、一人ひとりの心の中に生み

出される暗黙の前提やストーリー（仮説）を
変えていく（「メンタルモデル」の克服）と同
時に、組織メンバー間で「共有ビジョン」を
形成し、「チーム学習」をつづけていくことが
大切になってきます。
　平成26年度の研修で実践事例を発表いただ
いた長崎県佐々町の江田佳子さんのお話でた
いへん印象に残っていることがあります。そ
れは地域包括支援センターにおける介護予防
強化推進事業の取り組みの中で、二つの大き
な認識の変化を経験したという点です。

　さまざまな取り組みを行ってきたものの、
なかなか具体的な成果があらわれてこないこ
とに頭を悩ませていた江田さんは、ある講演
会に参加したことをきっかけに、「これまでの
取り組みをすっかり忘れて」まったく新たな
取り組みを行っていこうと決意したそうです。
そこで自治体という組織の枠組みを取り払い、
地域全体を「組織」としてとらえなおし、住
民ボランティアや地域の診療所など、さまざ
まな関係者からなる地域「システム」の関係
性を構築しなおすことに力を注いだところ、
こうした関係者の意識が「行政サービスの受
け手」から「地域づくりの担い手」へと大き
く変化してきたということでした。
　こうした介護予防推進への取り組みは、ま
さに「既存の組織価値」を離れ、「環境との相
互作用を通じて、新たな秩序や価値を形成」
するための働きかけであり、センゲ教授のいう
５つの要素を有機的に結びつけることによって

「学習する組織」をつくり出す取り組みとして
とらえることができるでしょう。

　

佐々町地域包括支援センターの江田さんによる事例報告
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「学習する組織」構築の手段として
のAI（アプリシアティブ・インク
ワイアリー）

　では、「学習する組織」を実現するにあたっ
て、組織文化の側に求められる条件とはどの
ようなものなのでしょうか？ 学習する組織の
評価ツールについて研究しているハーバード・
ビジネススクールのＡ・ガービンらは、組織
学習や環境適合の条件として以下の三つを挙
げています。
・組織学習を支える環境
・学習プロセスと学習行動
・学習を増進するリーダーシップ
　「学習する組織」をつくるためには、メンバー
どうしが安心してホンネを語ることができ、
仕事上の反対意見を互いに認め合うことが重
要です。さらに、新しいアイデアに対して寛
容であると同時に、行動の途中で立ち止まり、
内省を深められる環境の整備も必要になるで
しょう。また、具体的かつ体系的な方法に沿っ
て知識を共有するための学習プロセスを確立
し、メンバーの組織学習を奨励・促進するた
めに、メンバーの声に耳を傾け、対話や議論
を促すためのリーダーシップを発揮すること
も不可欠です。
　「学習する組織」を実現するためには、環境・
プロセス・リーダーシップという側面から組
織文化を整備するとともに、そうした組織文
化をメンバーの一人ひ
とりが自分なりに咀嚼
し、仕事に活かしてい
く姿勢を育むことが大
切なのです。こうした
視点から見れば、個人
や組織のポテンシャル
に着目する「ポジティ
ブ・アプローチ」の組
織開発の一つとして、

近年注目を集めているAI（アプリシアティブ・
インクワイアリー）も「学習する組織」を実
現する手段としてとらえることが可能です。

　AIは、米国ケースウェス
タン・リザーブ大学のデビッ
ド・クーパーライダー教授や
タオス・インスティチュート
の創設者であるダイアナ・ホ
イットニー氏が提唱する組織
開発の手法です（ホイット

ニー 2012）。解決すべき問題や課題を探すの
ではなく、個人や組織が持つポテンシャルに
焦点を当て、組織がもっとも能力を発揮でき
る状態を生み出すことをめざしています。
　AIでは、さまざまなインタビューやグルー
プワークからなる「4Dサイクル」と呼ばれる
プロセスを通じて個人や組織の潜在性や強み
を引き出し、組織のメンバーが望む方向に組
織を成長させていきます。ここで重要なのは、
組織学習を促進する環境・プロセス・リーダー
シップだけでなく、メンバーの一人ひとりが
主体的に関わり合う状況を作り出していくこ
とです。そのような意味で、AIは（学習環境
としての）組織文化の構築と組織内地図の形
成という二つの方向から「学習する組織」の
実現をめざしているといえるでしょう。本研
修の後半部分では、このAI手法をベースにし
た「学習する組織」構築の手法をワークショッ
プ形式で学んでいただいています。
　AIでは、まず最初に何のためにAIに取り組
むのか、つまり住民（職員）満足度の向上や
コスト削減、地域の活性化など、組織開発の
戦略的方向付けを明らかにした後、4Dサイク
ルと呼ばれる四つのステップで組織の活性化
に取り組んでいきます。

特集1 学習する組織を目指して

　

AIの4Dサイクル
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　最初のステップは、組織の強みを見いだすた
めのディスカバリーと呼ばれる取り組みです。
仕事に取り組む中で感じる達成感ややりがい、
満足感といったポジティブな感情の源泉がど
こにあるのかを２人１組のインタビューや
ディスカッションを通じて明らかにしていき
ます。組織の「強み」というと何か特別なこ
とのように聞こえますが、組織がその強みを
最大限に発揮している瞬間は、組織メンバー
がもっとも達成感ややりがいを感じながら仕
事に取り組んでいる瞬間であるはずです。
　一人ひとりのメンバーが仕事のどのような
局面で満足感やよろこびを感じているのかを
明らかにし、これをメンバーどうしで共有す
ることによって、これまではあえて意識する
ことのなかった、ふだんは当たり前にやって
いる業務の意味や意義を深く、そして広くと
らえなおすきっかけとなり、自分が取り組ん
でいる仕事を「断片」ではなく、システムと
して構築される「まとまり」の一部として認
識することができます。また、対話を通じて
浮かび上がってくる組織の強みに目を向ける
ことによって、組織がめざす方向性をメンバー
間で共有することが可能になるのです。

　次のステップであるドリームでは、組織が
めざす理想像をメンバーどうしで探っていき
ます。本研修では、３年後や５年後に実現さ
せたい理想の自治体や地域のあり方を想像し、
これを表現する「未来の地域（自治体）のキャッ
チコピー」を考えるとともに、図やイラスト
を使って誰にでも直感的に分かる形にまとめ
てもらうグループワークを行います。
　ディスカバリーの段階で明らかになった組
織の強みと、これを支える組織メンバーのさ
まざまな想いを反映させながら、組織がめざ

組織や地域の理想像を探るグループワークの様子

グループ発表の様子

す方向性を浮かび上がらせるプロセスでは、
メンバーどうしの間に深いレベルでの相互作
用が生まれてきます。そこでは、これまで自
分が当たり前だと考えてきた前提が揺らいだ
り（メンタルモデルの変化・修正）、研修で出
会うまでは互いに面識のなかったメンバーど
うしが協力しあって何かを作り出すための新
しい関係性が生まれてきます（チーム学習）。
　デザインの段階は、ドリームで明らかになっ
た未来の理想像にすこしでも近づくために何
ができるのかを具体的に考えていくステップ
です。「学習する組織」をつくり上げるために
は、システムとしての組織の枠組み（組織文化）
と、そこで仕事に取り組むメンバーの意識（組
織内地図）が互いに深く結びつく必要があり
ます。
　このためには、ビジョンを単に「耳ざわり
の良い言葉」として描き出すのではなく、ビ
ジョンの実現につながることを深く実感でき
る具体的な行動に結びつけることが大切です。
この研修では、ドリームの段階で理想の状態
を描くだけでなく、そのような状況を生み出
すために何ができるのかを併せて考えても
らっています。
　最後のステップであるデスティニーは、デ
ザインの段階で考えた具体的な行動を職場で
実践し、これを継続していくプロセスです。
どのような行動であれ、新しい行動を実際に
起こしてみると、それまではまったく想定し
ていなかった状況が生まれ、そこから新たな
気づきがもたらされるとともに、さらなる行
動の可能性が広がってきます。
　先に述べた介護予防強化推進事業の取り組
み事例における、住民の方々の意識の変化と、
それにともなう行政サービスのあり方の変化
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に、AIについても、これまでにさまざまな組
織で行われてきた小集団活動の発展形態とし
てとらえることも可能だからです。
　したがって耳慣れない「AI」という名の手
法を新たに（そして無批判に）導入しようと
するのは、「学習する組織」をつくり上げる試
みとしては逆効果となる可能性があります。
職場でAIに取り組んでいくにあたって、まず
何よりも必要なことは、すでにさまざまな形
態で取り入れられてきている小集団活動のあ
り方をとらえ直すとともに、時代に合わせて
進化させ、自治体や地域が置かれた状況に応
じて変更や修正を加えることです。
　こうしてさまざまな場面にAIの要素を組み
込む形で組織変革に取り組んでいくことが、
AIを効果的に導入する方法であり、地域全体
を視野に入れた「学習する組織」を構築する
ことだといえるでしょう。
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からも分かる通り、組織における新たな取り
組みは、その過程でさまざまな気づきを生み
出すとともに、新たな行動の選択肢を作り出
すことになるのです。
　そのため、デスティニーの段階を一定期間
つづけた後、またメンバーが集まってディス
カバリーの取り組みを行うことで、新しい取
り組みを行った期間に生まれてきた、さらな
る組織の強みを見いだすことができます。こ
のように組織の潜在的な強みを探り出し、目
標を明確化して新たな取り組みを行っていく
プロセスを繰り返すことで、組織の「弱み」
や「欠点」を是正するだけでは生み出すこと
が困難な、ポジティブな力を育んでいくこと
ができるのです。
　AIの4Dサイクルのドリーム以降のステップ
は、目標を決め、行動計画を立て、これを実
行した後に当初の計画と照らし合わせるとい
う意味では、業務におけるPDCAサイクルと
同じものです。したがってPDCAサイクルを
回していく従来からの取り組みとAIの最大の
違いは、計画を立てる前にディスカバリーの
ステップを実施することによって、組織が持
つポジティブな側面にメンバーの目を向けさ
せるとともに、日々の仕事への取り組みと組
織の潜在性を深く結びつけてとらえる視点を
メンバーどうしの対話の中で生み出していく
という点にあります。
　また、PDCAサイクルが主として個人で行
う取り組みであるのに対して、AIは職種や部
門、ときには組織という枠組みを超えて集ま
る関係者どうしの対話を通じて4Dサイクルの
取り組みを進めていくというところにも大き
な違いがあります。目の前の状況を、さらに
大きな環境との関連でとらえるための広い視
野と、これまでの経験をさまざまな角度から
振りかえる深い洞察を生み出すためには、価
値観や社会的背景、取り組んでいる仕事など
のバックグラウンドが大きく異なる「他者」
との間での対話が必要だからです。
　とはいえAIは、これまで行われてこなかっ
た「まったく新しい」手法ではありません。「学
習する組織」という考え方が必ずしも新しい
ものではなく、1960年代にはじまる「組織学
習」の成果を継承したものであることと同様

特集1 学習する組織を目指して


